
２．肝炎に感染した労働者がいたら…

（１）プライバシーへの配慮の必要性

　肝炎に感染している労働者がいることが明らかになった場合に、事業者が最も留意しなけ
ればならないのは、当該労働者のプライバシーへの配慮です。肝炎については、残念ながら
偏見があるのが実情です。事業者が労働者から収集する情報は必要最低限にとどめられるよ
うにすると同時に、事業者内での当該情報を知る範囲についても、本人同意の上、最低限の
範囲に限定されることが必要です。

（２）日常で求められる肝炎対策

　事業者には労働安全衛生法の定めなどにより、労働者の生命・身体が業務上の危険から守
られるよう配慮しなければならないという義務があります。社員が心身の健康を害すること
を会社が予測できた可能性（予見可能性）があり、それを会社として回避する手段があった
にもかかわらず（結果回避可能性）、手段を講じなかった場合に、安全（健康）配慮義務違反
となります。労働者本人からの申告により、肝炎に感染していることが明らかになった場合、
事業者は労働者の安全と衛生を確保することに努めるべく、必要に応じて就業上の措置を講
じる必要があります。

①　肝炎に関する知識の啓発
　肝炎は多くの場合、無症候性キャリアとして、症状がまったくない人が大半です。さ
らに、治療等を行っている人についても、日常生活では感染しません。そのため、肝炎
感染者がいる場合でも特別扱いすることなく、他の労働者が偏見や差別を持つことがな
いよう、日頃からウイルス性肝炎に関しての正しい知識や予防法を伝えることが必要で
す。

②　肝炎ウイルス検査の受診の促進
　肝炎ウイルスの検査は、都道府県等が行っている保健所での検査を受けることができ
ます。また、保健所だけでなく医療機関でも検査を受けられる場合があります。
　事業者においても労働者に対して肝炎ウイルス検査を受けることの意義を周知すると
ともに、早めに検査を受診するよう呼びかけてください。また、職場での定期健診の際に、
必要に応じて肝炎ウイルス検査を受診する機会を設けるようにすることも推奨されます。
　ただし、職場での検査実施に当たっては、検査受診の有無や結果などについて、本人
の同意なく、他の人が知ることがないよう、その取り扱いについて、プライバシー保護
への十分な配慮が必要です。

③　肝炎をはじめとした健康問題に関する職場内での相談窓口の設置
　労働者を雇用する事業者には、法律上、安全と衛生を確保することが求められています。
　その中心的な役割を担うのは、企業の管理監督者、 また人事労務スタッフや産業保健ス
タッフであり、 これらの関係者は、職場において労働者が 健康上の問題を抱えた際の相
談窓口となり得ます。各関係者が担うべき具体的な役割は以下のとおりです。

職場環境等の問題点の把握と改善、就業上の配慮

労働条件の改善、配置転換  ・異動等の配慮

・専門的な立場から、管理監督者及び人事労務管理ス
タッフヘ助言及び指導

・治療医との連携における中心的役割
・就業上の配慮に関する事業者への意見

労働者に対するケア及び管理監督者への支援

労働者に対するケア及び管理監督者への支援、 産業医、
人事労務管理スタッフや事業場外資源との連絡調整

管理監督者

職種 役割

衛生管理者

産業保健師等

産業医

人事労務管理スタッフ
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（２）企業に確認すべき内容

　治療を継続するに当たり、入院・通院のためや体調不良のために休暇・休業が必要な場合
には、あなたが働く企業での就業規則※1 をみて、休暇・休業制度等について確認をしておく
必要があります。

治療と仕事の両立のための職場制度の確認チェックリスト

有給休暇が取得できる
→　　年　　月までにあと（　　）日間
半日単位の有給休暇が取得できる
時間単位の有給休暇が取得できる
積立休暇（未取得の有給休暇を積み立て、
一定の自由の場合に利用できる）
→　　年　　月までにあと（　　）日間
傷病休暇・休業制度がある
→　　年　　月までにあと（　　）日間
→　その際の給与等の支給：あり・なし
その他の休暇・休業制度がある

短時間・短日勤務制度
時差出勤制度
在宅勤務制度
退職者の再雇用制度
その他の勤務制度がある

休暇・休職制度

勤務制度等

記入日：　　年　　月　　日

※1従業員が 10 人以上の会社には、法律により就業規則の作成が義務付けられています。

　また、休暇・休職が有給でなかった場合や治療を継続するに当たっては、生活費や治療費
の確保等も必要になります。そのための各種制度についても確認しておくことが必要です。

（３）自身で確認すべき内容

　治療と就労を両立するためには、あなた自身が以下の情報について整理し、必要に応じて
企業側あるいは治療医との間で情報のやりとりが必要になります。

①　治療に関すること
　現在の症状、治療のスケジュールに合わせて、今後の仕事のスケジュールを考えるこ
とになります。これからの治療に関する情報を、あなた自身がきちんと把握できている
ことが重要です。

②　仕事の内容や働き方についての希望
　治療医に対して、現在の仕事の状況や伝えておきたいことをあらかじめ整理しておき、
伝えることが必要です。

③　自身の体調
　治療中は日々、体調が変化します。いつ、どのような症状が現れやすいかを把握するた
めにも、日常の体調について記録をとるとよいでしょう。

治療費補助制度　　入院見舞金　　その他

傷病手当金　　　　高額療養費制度
一部負担還元金

医療費助成制度　　医療費控除制度

会社側からの支給

健康保険からの支給

その他

生活費・治療費確保のための確認リスト

記入日：　　年　　月　　日
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